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 [要約] 

 トランプ米大統領は 7月 7日（現地時間）付で日本政府に対して書簡を送付し、新たな

対日相互関税率を 25％に設定すると通知した。この影響で日本の実質 GDP は短期的

(2025 年)には 0.8％、中期的(2029年)には 1.9％減少すると試算される。 

対日相互関税率の引き上げを通知も、交渉次第で調整の余地あり 

相互関税の上乗せ税率の適用停止期限（2025 年 7 月 9 日）を前に、トランプ米大統領は 7 月

7日（現地時間）付で日本や韓国などに新たな相互関税率を通知した。8月 1日より対日相互関

税率は 10％から 25％へと引き上げられる。もっとも、書簡には「関税率は上方にも下方にも修

正可能」との記載もあり、8月 1日までの交渉の余地を残しているともいえる。本稿執筆時点(7

月 8日午前 7時)で取得可能な他の国・地域への新たな税率も踏まえ、日本の実質 GDPへの影響

を試算すると、短期的(2025 年)には 0.8％、中期的(2029年)には 1.9％減少すると見込まれる。

相互関税以外の関税措置（自動車等への品目別関税、中国等への国別関税）も合わせると、トラ

ンプ関税全体で実質 GDPは短期的に 1.3％、中期的に 3.7％程度下押しされる可能性がある。 

図表 1：トランプ関税が日本経済に与える影響（2025 年 7 月 8 日時点） 

 
(出所) 内閣府、FRB、USITC、Haver Analytics、各種統計より大和総研作成 
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